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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

４．第19期、第22期の自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。 

５．第19期、第22期の株価収益率については、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。 

回次 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期 

決算年月 平成15年10月 平成16年10月 平成17年10月 平成18年10月 平成19年10月 

売上高（千円） 5,928,817 5,346,901 6,522,592 6,317,549 5,751,999 

経常利益または経常損失(△) 

（千円） 
95,128 △52,870 93,319 140,453 5,205 

当期純利益または当期純損失(△)

（千円） 
68,145 △91,664 64,626 59,468 △77,160 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 596,987 596,987 596,987 596,987 596,987 

発行済株式総数（株） 8,900 8,900 8,900 8,900 8,900 

純資産額（千円） 104,491 24,098 90,762 150,142 72,575 

総資産額（千円） 2,863,153 3,481,404 2,531,255 2,309,967 2,307,949 

１株当たり純資産額（円） 11,740.59 2,707.75 10,198.08 16,869.97 8,154.59 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額)（円） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

１株当たり当期純利益金額または

１株当たり当期純損失金額(△)

（円） 

7,656.80 △10,299.39 7,261.45 6,681.83 △8,669.71 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 3.6 0.7 3.6 6.5 3.1 

自己資本利益率（％） 100.1 － 112.5 49.4 － 

株価収益率（倍） 17.6 － 23.7 19.9 － 

配当性向（％） － － － － － 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
104,994 △630,629 212,758 251,441 △230,852 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△270 △71,773 203,267 △27,028 △88,669 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△500,000 800,000 △400,000 △300,000 300,000 

現金及び現金同等物の期末残高

（千円） 
87,770 185,367 201,393 125,807 106,285 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）（人） 

135 

(19) 

142 

(19) 

137 

(19) 

147 

(18) 

155 

(22) 



２【沿革】 

 当社は、株式会社土屋ホームのツーバイフォー工法を行う営業部門を分離独立し、株式会社土屋ホーム等の出資によ

り設立されました。 

 当社の設立から現在までの沿革は次のとおりであります。 

年月 事項 

昭和61年10月 ツーバイフォー工法による注文住宅の建築を目的とし、札幌市中央区北５条西24丁目１番地に株

式会社土屋ツーバイホーム（資本金10,000千円）を設立する。 

昭和61年12月 一般建設業の許可（北海道知事許可（般－61）(石)第10633号）を取得する。 

本社を札幌市西区手稲東１条北１丁目１番地に移転する。 

札幌市西区に札幌西支店を設置する。 

昭和62年１月 株式会社土屋ホームからツーバイフォー工法による建築工事の請負及び工事施工部門を譲受け

る。 

昭和62年３月 一級建築士事務所の登録（北海道知事登録(石)第2483号）を行う。 

昭和62年４月 宅地建物取引業の免許（北海道知事石狩(１)6553号）を取得する。 

平成２年５月 本社を札幌市中央区北７条西13丁目９番地の１塚本ビルに移転する。 

特定建設業の許可（北海道知事許可（特－２）(石)第10633号）を取得する。 

平成３年４月 受注から設計・積算、建物引渡後までを総合的に情報管理できる「Twobynet（ツーバイネッ

ト）」コンピュータシステムのソフトを開発し、業務の効率化を図る。 

平成５年２月 当社の建築した住宅が、財団法人住宅・建築省エネルギー機構が主催（建設省、住宅金融公庫、

住宅・都市整備公団後援）する省エネルギー住宅賞において「社団法人日本ツーバイフォー建築

協会会長賞」を受賞する。 

平成６年１月 東京都八王子市に八王子支店を開設し、首都圏及び本州支店展開を開始する。 

平成６年７月 従来のツーバイフォー工法に加え、日本貿易振興会（ＪＥＴＲＯ）輸入住宅展示場にモデルハウ

スを出展し、輸入住宅の販売を始める。 

平成７年１月 特定建設業の建設大臣許可（建設大臣許可（特－９）第16009号）を取得する。 

平成８年３月 スチールハウスの構造に関する技術の開発や居住性能、居住環境評価、耐腐食性のためのデータ

収集を行う共同開発契約を日本鋼管株式会社と締結する。 

平成９年２月 スチールハウス事業を開始する。 

平成10年３月 スチールハウスの建築材料及び構造方法について、建築基準法第38条認定を建設大臣より受け

る。 

平成10年４月 日本証券業協会に株式を店頭登録する。 

平成10年８月 カナダ天然資源省と技術提携し、日本の環境への調和を図った住宅テクノロジープログラム

「super ＥＴＭ program」（スーパーＥ）を共同で開発する事業を開始する。 

平成10年10月 カナダ天然資源省「スーパーＥハウス」の日本初認定企業の指定を受ける。 

平成11年５月 スチールハウスの建築工法に一戸建住宅３階建を可能とする財団法人日本建築センターの構造評

定を取得する。 

平成14年11月 一般建設業の許可（北海道知事許可（般－14）(石)第17993号）を取得する。 

  八王子支店にてスチールツーバイフォー工法の直販を開始する。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場する。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び親会社並びに関連当事者３社により構成されており、事業は建築請負及び販売用不動産の

販売を主体として行っております。 

 当社及び親会社の当該事業にかかる位置付けは、当社が木造ツーバイフォー工法及びスチールツーバイフォー工法、

親会社が木造在来工法と住宅の建築工法によって区分しております。 

 以上について関連当事者との関係も含めて図示すると次のとおりであります。 

 （注）１．フランチャイズ加盟店（パートナー）とは、当社スチールハウス事業に加盟することに同意し、契約した工

務店等であります。 

２．フランチャイズ加盟店（パートナー）は、一般顧客と住宅の建築に関して契約を締結するもので、一般顧客

と当社との取引関係は生じません。 

３．その他の事業は、当社販売住宅のメンテナンス及びフランチャイズ加盟店（パートナー）への技術指導等で

あります。 



４【関係会社の状況】 

 親会社 

 （注） 有価証券報告書を提出しております。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内
容 

議決権の被所有割
合（％） 

関係
内容 

株式会社土屋ホーム 

（注） 
札幌市北区 7,114 建設業 78.65 

「関連当事者

との取引」に

記載のとおり

であります。 

  平成19年10月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

155（22）  36.3 6.7 4,322 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度における我が国経済は、企業収益の改善を背景に設備投資の増加や雇用情勢等の改善により緩やかで

はありますが、景気回復の基調が見られました。しかしながら、米国のサブプライムローン問題や原油価格及び原

材料の高騰など一部に不安定な要素もあり、景気の先行きに対してはなお懸念材料が多いものと考えております。 

 住宅業界におきましては、平成19年６月の改正建築基準法の施行による審査基準の影響により、平成19年７月以

降の新設住宅着工戸数は前年同月比４ヶ月連続の２桁減少となりました。国土交通省による当事業年度における持

家の新設住宅着工戸数は約319千戸（前年同期比11.3％減）の実績となっております。また、建築工法別に見ますと

ツーバイフォー住宅着工戸数は約97千戸（前年同期比6.2％減）と回復傾向には至っておらず、限られた需要のなか

で同業他社との競合の激化等、当社の属する住宅業界は、総じて厳しい状況で推移いたしました。 

 このような厳しい状況のなかで当社は、創業以来培ってきました「木造ツーバイフォー工法」の技術に当社オリ

ジナル工法「スチールツーバイフォー工法」の技術を加え、建物の耐震性能アップさせた新商品として、国土交通

大臣認定を取得しました高耐力壁「スチールプラス」のキャンペーンを大々的に展開し、売上高の伸張に努めてま

いりましたが、住宅取得に対する意欲は予想以上に厳しく、当初の販売計画を下回る結果となりました。 

 平成19年８月以降、売上高の挽回策としまして、販売用不動産売上を強化すべく、土地のセット販売を積極的に

展開してまいりました。一方では、販売費及び一般管理費の圧縮努力を行い、当初の利益計画確保に努めてまいり

ましたが、完成工事高の減少により計画利益を確保するまでには至りませんでした。 

 以上のことにより、当事業年度における売上高につきましては、57億51百万円（前年同期比8.9％減）、営業利益

31百万円（前年同期比81.7％減）、経常利益５百万円（前年同期比96.3％減）となりました。また、当期純損失に

関しましては、固定資産の減損損失、販売用不動産評価損及び事務所移転に伴う固定資産除却損を特別損失に計上

したことにより、当期純損失77百万円（前年同期は59百万円の当期純利益）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、財務活動によるキャッシュ・フローの増

加がありましたが、営業活動によるキャッシュ・フロー及び投資活動によるキャッシュ・フローの減少により前事業

年度に比べて19百万円減少し、１億６百万円となりました。 

 また、当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、使用した資金は２億30百万円（前年同期は２億51百万円の収入）となりました。これは主に、税

引前当期純損失74百万円、仕入債務２億50百万円減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、使用した資金は88百万円（前年同期は27百万円の使用）となりました。これは主に、有形固定資

産の取得58百万円及び貸付21百万円の支出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、得られた資金は３億円（前年同期は３億円の使用）となりました。これは主に、親会社短期借入

金４億円の減少及び親会社長期借入金７億円の増加によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 建設業における生産実績は、施工管理、施工技術、機械力、労働力、資金力及び資材調達力等の総合によるもの

であり、工事内容が多様化しており、当社は外注に依存している割合が高く、具体的に表示することが困難である

ため、記載を省略しております。 

(2）受注状況 

 当事業年度における受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．住宅事業（住宅請負）にスチールハウス躯体請負工事も含めて表示しております。 

(3）販売実績 

 当事業年度の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．住宅事業（住宅請負）にスチールハウス躯体請負工事も含めて表示しております。 

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比(％) 受注残高（千円） 前年同期比(％) 

住宅事業（住宅請負） 3,039,958 △27.4 392,671 △45.9  

住宅事業（住宅販売） 2,476,205 ＋4.2 328,746 ＋54.4 

合計 5,516,164 △16.0  721,417 △23.1  

事業部門別 
第22期 

（自 平成18年11月１日 
至 平成19年10月31日） 

前年同期比（％） 

住宅事業（住宅請負）（千円） 3,373,114 △15.3  

住宅事業（住宅販売）（千円） 2,360,356 ＋1.6  

その他（千円） 18,528 ＋64.5  

合計（千円） 5,751,999 △8.9 



３【対処すべき課題】 

(1）現状の認識について 

 住宅着工戸数の低迷が続くなかで当社は、企業間競争に打ち勝つための施策を実施してまいりました。対処すべ

き課題といたしましては、社会環境の変化や市場動向を的確に掌握し、それに対応できる体制を確立することによ

り、安定的利益を確保することと認識しております。 

(2）当面の対処すべき課題の内容 

 営業社員教育の徹底強化及び経営体質の改善を当面の対処すべき課題として掲げております。 

(3）対処方針 

 営業社員教育の徹底強化に関しましては、営業社員の行動管理を徹底して進めるなど教育に注力し、効率的な営

業活動を促進してまいります。当社グループが定めた営業の基本行動量に対する意識の定着化を図り、常に変化す

るお客様のニーズを的確に捉え、「顧客満足」の実現を目指してまいります。 

 経営体質の改善に関しましては、資産の流動性を高めることと、キャッシュ・フロー重視の経営により、自己資

本比率を高め、より一層の経営基盤の充実と業績伸張を図ってまいります。また、社会環境の変化や市場動向を的

確に捉え、変化に対応できる体制を確立し、安定的利益の確保を図ってまいります。 

(4）具体的な取組状況等 

 社員教育の徹底強化に関して全社員に対しましては、社員の総力を結集し、同じ目標へ一丸となって進むため、

経営方針発表会を毎年期初に行なっております。また、営業社員はもとより、内勤社員に関してもお客様の立場に

立って様々な提案をするために、年間行事予定に基づき様々な研修を行っております。特に営業不振者に対しまし

ては、毎月１度セールス体制の確立と使命感経営実践のための営業的スキルの向上と基本行動量の徹底を図る研修

を行っております。 

 経営体質の改善に関しましては、従前に引き続き、一層厳しく部門別の予算の管理を徹底し、将来にわたって恒

常的に利益を創出できる企業への変革を実現してまいります。 

 住宅業界に求められる社会のニーズは複雑に変化し、技術も日々変化することから、これらの状況に対し、いか

に迅速かつ適切に対応できるか否かによって企業の存亡が左右されます。社会のニーズをいち早く収集し、速やか

に対応できる企業体質にするとともに、常に技術の研鑚に努める所存であります。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項については、有価証券報告書提出日（平成20年１月25日）現在において当社が判断

したものであります。 

(1）事業環境の変化による影響について 

 当社の属する住宅業界は、不動産市場における需給状況や価格の大幅な変動、雇用情勢の悪化、金利の上昇、建

設資材の急激な価格上昇等が生じた場合には、当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(2）法的規制の影響について 

 当社の属する住宅業界は、建設業法、宅地建物取引業法、建築基準法、都市計画法、国土利用計画法、住宅品質

確保促進法、製造物責任法等、その他多数の法的規制を受けております。今後、これらの規制の改廃や新たな法的

規制が設けられた場合、または適用基準の変更によっては、当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(3）季節的変動の影響について 

 当社は、北海道を主要な販売エリアとしております。北海道では、通常冬期間には相当の降雪がありますので、

当社では冬期間においても住宅を施工できる体制を確立しております。しかしながら、想定している以上の降雪が

長期間にわたり続いた場合、予定棟数の完成が出来なくなることが予想されます。当社の売上高は、上半期に比べ

下半期に集中するという傾向がありますが、売上高のおおよそ３分の１は、上半期に計上されます。この冬期間の

天候によっては、当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(4）保証債務の影響について 

 当社は、住宅購入者の借入金等が実行されるまで、金融機関等に対して一時的に債務保証契約を締結しておりま

す。当社では、保証債務の履行を要求される可能性は僅少であると判断しておりますが、将来、保証債務の履行を

要求される状況が生じた場合には、当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(5）保有不動産の影響について 

 当社は、販売用不動産売上伸張のため、自社土地を相当数保有しております。自社土地に関しては、立地条件や

価格等を総合的に勘案して仕入を行っておりますが、地価の急激な下落等により評価損が生じた場合、または長期

にわたって販売が停滞した場合には、当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(6）顧客情報の機密保持の影響について 

 当社は、業務の性質上、顧客の機密情報を取り扱うことが多くあります。社員に対しては、機密保持についてモ

ラル教育及び守秘義務の認識を徹底し、機密情報の漏洩防止に努めております。しかしながら、万一機密情報が漏

洩した場合には、当社の信用問題にも発展し、当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(7）施工時の瑕疵等の影響について 

 住宅の施工に際しましては、品質管理を徹底し、瑕疵の発生の防止に注力しておりますが、不慮の瑕疵が発生す

る可能性は否定できません。このような瑕疵担保の費用に備えるため、過年度の実績を基礎に将来の補償見込みを

加味した引当金を計上しておりますが、補修に引当額以上の費用を要するような瑕疵が生じた場合には、当社の業

績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(8）資金の調達について 

 当社は、親会社である株式会社土屋ホームより資金の調達を行っております。株式会社土屋ホームは、当社の議

決権の78.65％を所有している株主であります。 

 なお、株式会社土屋ホームとの取引条件は、両者間で市場動向その他を勘案して協議決定しております。 



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 当社は、北海道における快適で豊かな住まいのあり方を研究し、寒冷地住宅に求められる高断熱、高気密、計画換

気、耐震性及び耐火性に優れた住宅の建築に努めてまいりました。また、地球規模での環境問題に有効な手段として

の冷暖房効率の高い省エネルギー住宅の開発に取組んでおります。 

 当社の研究開発要因は、当事業年度末現在８名であります。企画広報部商品開発課を中心に技術部技術課・設計

課・積算課及び営業部と相互に連携をとりながら活動を展開しております。「木造ツーバイフォー工法」及び「スチ

ールツーバイフォー工法」の技術を更に改善向上し、他社との差別化を一層拡大することにより営業支援に大きく貢

献できる技術開発、商品開発を行っております。 

 当事業年度においての当社の主要な研究開発の概要は次のとおりとなっております。なお、当事業年度における研

究開発費の総額は、1,173千円となっております。 

(1）高耐力壁パネルに関する研究開発 

 一般的にツーバイフォー住宅の特性としては、六面体の面構造によって地震及び台風などの自然災害に強いことが

あげられております。ツーバイフォー住宅の地震力及び風圧に対する安全性は、横からの外圧に対して極めて粘り強

い構造であるとともに、外力が壁や床、または壁と床の幅広い接合部を通じて分散される特質によるものでありま

す。 

 当社のツーバイフォー住宅に関しては、独自の施工により一般的なツーバイフォー工法よりも高い強度で施工をし

ておりますが、地震に対する安全性へのニーズは更に高まっております。大手住宅メーカー側では、「免震」、「制

震」及び「耐震」など様々な手法によって地震に対する安全性の確保に努めているところであります。 

 当事業年度において当社は、様々な手法のうちツーバイフォー工法の特性を更に活かすことのできる「耐震」分野

の研究開発に着手いたしました。この「耐震」分野の研究開発は、当社独自の高耐力壁パネルの性能を数値で評価で

き、壁倍率でも判断できる利点があります。また、「免震」及び「制震」と比較してコストを低く抑えることがで

き、ユーザー側にとって大きな魅力となっております。 

 この高耐力壁に関する研究開発の実験は、柱脚固定式による壁体の面内せん断試験の予備試験を北海道立林産試験

場において、本試験を財団法人建材試験センターにおいて行っております。この実験の結果、片面壁倍率は当社比

1.7倍となっております。 

 現状の展開といたしましては、この高耐力壁パネルを標準装備とすることにより、窓やドア部分などの開口部を現

状よりも広く設計することができ、間取りの自由度及び将来のリフォームにも対応しやすくなります。また、デザイ

ン面及び室内空間にも広く応用が可能となることから、差別化商品として発表いたしました。 

 なお、この高耐力壁パネルは、当事業年度において国土交通省大臣の認定を取得しております。 

(2）「スーパーＥ ネットゼロエネルギー ハウス」住宅の研究開発 

 カナダ天然資源省が開発しました「スーパーＥハウス」の商品を元に、太陽光、地中熱などの自然エネルギー等を

活用し、年間を通して冷暖房、給湯、照明や家電等の生活に使用するエネルギー消費が収支ゼロになることを目標に

計画を行っております。 

 次事業年度において、当社の技術力とカナダの最新技術を取り入れ共同開発を行い、札幌市手稲区内に提案住宅と

して建築計画をしております。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当事業年度における財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりであります。 

 なお、文中における将来に関する事項については、有価証券報告書提出日（平成20年１月25日）現在において当社

が判断したものであります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。こ

の財務諸表の作成にあたりまして、決算日における資産・負債の報告数値、報告期間における収入・費用の報告数

値に影響を与える見積りは、主にたな卸資産の評価、投資その他の資産の評価、貸倒引当金、完成工事補償引当

金、退職給付引当金であり、継続して評価を行っております。 

 なお、見積り及び評価については、過去の実績や状況に応じて合理的と考えられる要因等に基づき行っておりま

すが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果とは異なる場合があります。 

(2）当事業年度の経営成績の分析 

 当事業年度は、前事業年度に引続き、団塊ジュニア世代を中心とした若年層向けの受注確保を促進すべく手段を

講じてまいりました。詳細につきましては、以下のとおりであります。 

①売上高 

 北海道におきましては、前事業年度に引続き、潜在需要の掘り起こしを目的とした小規模宅地開発による土地

の分譲と注文住宅のセット販売を積極的に展開してまいりました。また、建物の耐震性能アップさせた新商品と

して、国土交通大臣認定を取得いたしました高耐力壁「スチールプラス」のキャンペーンを大々的に展開してま

いりました。しかしながら、当初の販売計画を下回る結果となっております。 

 以上のことから、完成工事高につきましては、前年同期比６億10百万円減少の33億73百万円（対前期増減率△

15.3％）となり、販売用不動産売上高につきましては、前年同期比37百万円増加の23億60百万円（対前期増減率

1.6％）となりました。販売用不動産売上高の内訳としましては、土地の売上高が前年同期比57百万円減少の３

億94百万円（対前期増減率△12.6％）と減少し、提案住宅の売上高が前年同期比94百万円増加の19億65百万円

（対前期増減率5.1％）と増加しております。この結果、売上高総体としましては、前年同期比５億65百万円減

少の57億51百万円（対前期増減率△9.0％）となりました。 

②売上原価、販売費及び一般管理費 

 売上原価に関しましては、完成工事高の減少に伴い、前年同期比４億42百万円減少の44億１百万円となりまし

た。なお、完成工事高の原価率は、0.1ポイント増加しており、販売用不動産の原価率は、1.7ポイントの減少と

なっております。 

 販売費及び一般管理費に関しましては、人件費などの増加により前年同期比16百万円増加の13億19百万円とな

りました。 

③営業外収益、営業外費用 

 営業外収益は、ほぼ前年同期並に推移し、３百万円となっております。 

 営業外費用は、主に貸倒引当金繰入の減少、親会社である株式会社土屋ホームからの調達資金の支払利息など

により、前年同期比２百万円減少し、29百万円となりました。 

④特別利益、特別損失 

 特別利益は、32万円となりました。 

 特別損失は、主に支店移転による固定資産除却損８百万円、減損損失８百万円、販売用不動産評価損63百万円

等が発生しましたが、前年同期比２百万円減少し、80百万円となりました。 

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 「４ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。 

(4）戦略的現状と見通し 

 当社といたしましては、前事業年度より北海道を中心に商品名「ガレージライフ」の完成住宅見学会を期初より

実施し、販売の推進を積極的に取組んでまいります。更に全社員営業体制の構築のため社内研修を早期に行うこと

により、「販売なくして企業なし（営業が花形であるという企業風土の構築）」を目指し、一人当たりの年間受注

棟数を引き上げるべく対処してまいります。この営業力の強化により、外的要因に左右されない体制を整備してゆ

く所存であります。 

 また、次事業年度上半期に発表予定の新商品を企画しております。これは、当事業年度において研究開発してお

ります省エネルギー住宅「ネットゼロ・エネルギー・ヘルシーハウジング」事業を立上げ差別化商品として、販売

を開始することにより広く支持されるものと考えております。 



(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社の資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、前事業年度より４億82百万多い２億30百万円のキ

ャッシュを使用しております。これは、主に営業利益が減少したことによるものであります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローでは、前事業年度より61百万円多い88百万円のキャッシュを使用しておりま

す。これは、主に貸付よる支出21百万円によるものであります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローでは、前事業年度より６億円多い３億円のキャッシュを得ております。これ

は、親会社からの借入金の増加６億円であります。 

 この結果、当事業年度末における現金及び現金同等物は、前事業年度に比べ19百万円減少し、１億６百万円とな

りました。資金の調達に関しましては、親会社であります株式会社土屋ホームの全面支援が約束されております

が、更に資金の流動性を高めるべく対処してゆく所存であります。 

(6）経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社の経営陣は、現在の経営環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めております。

しかしながら、ここ数年の住宅業界の環境を鑑みますと、当社を取り巻く環境は、更に厳しさを増すことが予想さ

れます。当社におきましても、第13期平成10年10月期以来無配当であること、また、第13期～第16期において当期

純損失を計上した結果、株主資本が著しく減少している状態であることを認識しております。 

 今後の方針につきましては、当社として掲げたスローガン「より高い挑戦心と自立心、達成プラス１」を大きな

指針とし、「この会社」「この仕事」「この仲間」とともに、現状に満足することなく常に挑戦心を持って、自ら

問題解決にあたり、小さな一歩でも前進し続けることで、それぞれが成長できる企業風土を構築してまいります。

また、企業としての社会的責任を果たすべく、この脆弱な財務体質から早急に脱却できるよう安定的利益の確保を

最重要課題として、毎年配当が可能な体力をつけてゆくよう努力してまいる所存であります。このためにも以前か

ら推進しております「自創経営」の実現に向け邁進してまいります。 

 日々刻々と変化しつづける社会環境、経済環境及び技術環境に迅速に対応し、戸建住宅の販売事業において安定

した収益を確保するとともに、昨今の低価格路線に追従するのではなく、顧客ニーズを的確に把握し、良質な住宅

を他メーカーとの差別化を図ることにより、適正価格にて提供すべく事業展開を進めてまいります。 

 また、地域貢献や社会参加に取り組み、「土屋ツーバイホーム」という会社が地域に根ざし、社会から正当な評

価をいただける会社として、更なる成長ができるよう「人」「物」「資金」「情報」そして「信用」の効率的な活

用を図り、当社が持つ経営資源を有効に投入し、上場企業として「お客様」「株主様」に安心と信頼をいただける

会社にしてまいります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社では、急速な販売競争の激化に対応するため、100,434千円の設備投資を実施し、8,207千円の除却を実施いた

しました。 

 主な設備投資等の概要といたしましては、北海道札幌市豊平区において新規顧客開拓のためのモデルハウスとして

33,355千円の設備投資を実施いたしました。 

２【主要な設備の状況】 

 当社は、国内の11ヶ所に支店を有しております。 

 以上のうち、主要な設備は、以下のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。なお、金額には消費

税等は含まれておりません。 

２．リース契約による賃借設備は、ありません。 

  平成19年10月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 
従業員数 

(外、臨時雇
用者数) 
(人) 

建物及び構
築物 
（千円） 

車両運搬具 
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

本社 

(札幌市中央区) 
統括業務施設 4,109 － 

－ 

(－) 
9,038 13,148 

28 

(－)

札幌中央支店 

(札幌市中央区) 
販売設備 5,265 1,013 

－ 

(－) 
950 7,229 

9 

(－)

札幌北支店 

(札幌市東区) 
販売設備 14,164 165 

－ 

(－) 
1,561 15,891 

12 

(2)

札幌西支店 

(札幌市西区) 
販売設備 1,573 － 

－ 

(－) 
1,351 2,924 

10 

(－)

白石支店 

(札幌市厚別区） 
販売設備 31,978 81 

－ 

(－) 
1,587 33,647 

12 

(1)

旭川支店 

(北海道旭川市） 
販売設備 19,286 81 

－ 

(－) 
1,416 20,784 

13 

(2)

函館支店 

(北海道函館市） 
販売設備 6,664 82 

－ 

(－) 
1,252 7,999 

15 

(2)

帯広支店 

(北海道帯広市） 
販売設備 3,051 191 

－ 

(－) 
1,438 4,681 

12 

(1)

釧路支店 

(北海道釧路市） 
販売設備 21,690 76 

－ 

(－) 
1,633 23,400 

9 

(3)

北見支店 

(北海道北見市） 
販売設備 467 － 

－ 

(－) 
518 986 

6 

(2)

苫小牧支店 

(北海道苫小牧市） 
販売設備 4,400 531 

－ 

(－) 
1,195 6,126 

15 

(7)

八王子支店 

(東京都八王子市） 
販売設備 62,749 63 

25,700 

(183.33)
2,222 90,734 

20 

(2)



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社の設備投資については、今後の景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

  なお、当事業年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。除却計画はありません。

  重要な設備の新設 

（注）１．上記の金額には消費税は含まれておりません。 

   ２．完成後の増加については、具体的に表示することが困難なため記載しておりません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 

着手及び完了予定年月 
完成後の
増加能力 総額 

(千円) 
既支払額
(千円) 

着手 完了 

八王子支店 

（東京都八王子市） 

移転による内部

造作 
6,000 2,334 自己資金 平成19.10 平成19.12   － 

 釧路支店 

（北海道釧路市）  

 移転による内

部造作 
6,000 － 自己資金  平成19.10  平成19.12    －  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

      該当事項ありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 有償・第三者割当 

発行価格       169,500円 

資本組入額       84,750円 

割当先        株式会社土屋ホーム 

(5）【所有者別状況】 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 20,000 

計 20,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

（平成19年10月31日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成20年１月25日） 

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名 

内容 

普通株式 8,900 8,900 ジャスダック証券取引所 － 

計 8,900 8,900 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成12年10月26日 

 （注） 
2,950 8,900 250,012 596,987 250,012 377,237 

  平成19年10月31日現在

区分 

株式の状況 
単元未満
株式の状
況（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 
 金融商品 
取引業者 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 7 5 62 － － 229 303 － 

所有株式数

（株） 
－ 155 35 7,573 － － 1,137 8,900 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ 1.74 0.39 85.09 － － 12.78 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年10月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社土屋ホーム 札幌市北区北９条西３－７ 7,000 78.7 

土屋ツーバイホーム取引先持株会 札幌市中央区北７条西13－９－１ 328 3.7 

土屋ツーバイホーム社員持株会 札幌市中央区北７条西13－９－１ 160 1.8 

株式会社土屋総合研究所 札幌市中央区大通西16－２－３ 159 1.8 

株式会社土屋経営 東京都中央区八重洲２－６－21 45 0.5 

株式会社北洋銀行 札幌市中央区大通西３－11 35 0.4 

株式会社北海道銀行 札幌市中央区大通西４－１ 35 0.4 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 35 0.4 

株式会社プリントバッグ 東京都台東区池之端２－９－３ 33 0.4 

佐藤 猛夫 茨城県上浦市 28 0.3 

計 － 7,858 88.3 

  平成19年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,900 8,900 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数   8,900 － － 

総株主の議決権 － 8,900 － 

  平成19年10月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社の配当政策につきましては、株主に対する配当金の安定的な利益還元を基本と考えており、利益の状況や財務

体質の強化及び事業の展開等を総合的に考慮し決定することとしております。 

 当社は、中間配当金と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当

の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当期の配当につきましては、誠に遺憾ながらこの方針に基づき無配とさせていただきます。 

 内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、技術開発及び商品開発強化のため、

有効に投資してまいりたいと考えております。 

  なお、当社は、「取締役会の決議により、毎年４月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定

款に定めております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第20期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期 

決算年月 平成15年10月 平成16年10月 平成17年10月 平成18年10月 平成19年10月 

最高（円） 166,000 204,000 
380,000 

 ※148,000 
242,000 180,000 

最低（円） 135,000 138,000 
132,000 

※102,000 
129,000 124,000 

月別 平成19年５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 

最高（円） 160,000 160,000 153,000 150,000 145,000 150,000 

最低（円） 143,000 149,000 145,000 124,000 131,000 135,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

代表取締役社長   工藤 政利 昭和25年８月15日生 昭和63年１月 当社入社 

平成元年11月 当社取締役就任 

平成４年11月 当社技術部長 

平成８年11月 当社常務取締役就任 技術統

括担当 

平成11年11月 当社住宅本部長 

平成12年５月 当社代表取締役社長就任（現

任） 

平成13年１月 株式会社土屋ホーム取締役就

任（現任） 

注４  16 

常務取締役 営業部長 山口 康成 昭和38年１月16日生 昭和63年５月 当社入社 

平成５年１月 当社函館支店長 

平成８年11月 当社東京統括ブロック長兼八

王子支店長 

平成13年11月 当社営業部長（現任） 

平成14年１月 当社取締役就任 

平成17年11月 当社常務取締役就任（現任） 

注４  ２ 

取締役   土屋 公三 昭和16年８月１日生 昭和41年２月 株式会社ビジネス（現 株式

会社土屋経営）設立 代表取

締役社長就任（現任） 

昭和45年３月 有限会社丸三土屋商事（株式

会社土屋ホームと合併）設立

 代表取締役社長就任 

昭和51年９月 株式会社丸三土屋建設（現 

株式会社土屋ホーム）設立 

代表取締役社長就任 

昭和61年10月 当社設立 代表取締役社長就

任 

平成元年７月 株式会社土屋ホーム代表取締

役会長就任 

平成元年11月 当社代表取締役会長就任 

平成２年２月 株式会社土屋ホーム代表取締

役社長就任 

平成３年１月 当社取締役就任（現任） 

平成６年４月 有限会社土屋総合研究所（現

株式会社土屋総合研究所）設

立 代表取締役社長就任（現

任） 

平成13年11月 株式会社土屋ホーム代表取締

役会長就任（現任） 

注４  － 

取締役 技術部長 木口 人志 昭和29年９月16日生 昭和63年11月 当社入社 

平成９年11月 当社設計部次長 

平成11年11月 当社技術部次長 

平成12年５月 当社技術部長（現任） 

平成14年１月 当社取締役就任（現任） 

注４  ９ 

 



 （注）１．監査役太田勝久及び名越隆雄は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。 

      補欠監査役の任期は就任した時から退任した監査役の任期満了の時までであります。 

    ３．平成20年１月24日開催の定時株主総会終結のときから１年間 

    ４．平成19年１月25日開催の定時株主総会終結のときから４年間   

  

補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

常勤監査役   中西 保 昭和21年２月27日生 昭和46年３月 有限会社丸三土屋商事（株式

会社土屋ホームと合併）入社 

昭和56年10月 株式会社土屋ホーム入社 

昭和58年８月 同社統括部長 

昭和60年３月 同社取締役就任 

昭和61年10月 当社入社 常務取締役就任 

平成元年11月 株式会社土屋ホーム常務取締

役就任 

平成元年11月 当社代表取締役社長就任 

平成12年５月 当社取締役副会長 

平成13年６月 株式会社トップホーム浜田

（現 株式会社土屋ホーム東

北）代表取締役社長就任 

平成14年１月 株式会社土屋ホーム取締役就

任 

平成14年２月 当社取締役就任 

平成16年１月 当社常勤監査役就任（現任） 

注５  14 

監査役   太田 勝久 昭和23年７月18日生 昭和54年４月 弁護士登録 

昭和56年１月 太田勝久事務所開設  同所

所長 

昭和63年４月 太田総合法律事務所に改称 

同所所長（現任） 

注５  － 

監査役   名越 隆雄 昭和26年７月18日生 昭和58年４月 アーサーヤング公認会計士共

同事務所入所 

昭和63年５月 名越税務会計士事務所入所 

昭和63年11月 税理士登録 

平成元年３月 名越税務会計士事務所 同所

所長（現任） 

平成19年１月 当社監査役就任（現任） 

注５  － 

        計   41 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

 大森 雅之 昭和33年11月30日生 

平成９年３月 当社入社 

平成12年６月 管理部総務課課長 

平成13年11月 管理部次長(現任)  

２ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営の健全化、業務分担とその責任の明確化を進め

るとともに、公平かつ透明度の高い経営体制づくりをすることであります。また、お客様や株主様等のステークホル

ダーに対しては、企業としての社会的責任を果たし、安心と信頼をいただけることが重要であると考えております。

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

①会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度を採用しております。平成19年10月末日現在、役員は取締役４名、監査役３名（うち社外監

査役２名）となっております。 

 会社の機関及び内部統制等の関係図は、下記のとおりであります。 

  

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 (取締役会） 

 平成19年10月31日現在、取締役会は取締役４名で構成されており、毎月１回の定時取締役会と必要に応じて開

催する臨時取締役会により、業務執行に係わる重要な意思決定を行うとともに取締役の職務執行状況の監督を行

います。   

 （監査役会） 

 当社は監査役制度を採用しており、平成19年10月31日現在監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）で

構成しております。監査役は取締役会に出席し各取締役の業務執行の適法性、妥当性を監査するとともに日常業

務の実態の把握に努めております。 

 （その他） 

 営業及び管理面におきましては、迅速な業務執行を目的として、取締役、各部門長（営業部、技術部及び管理

部）が出席し、業務進捗会議を月２回以上実施しております。  

 当社の内部牽制システムといたしましては、本社管理部が担当しており、組織、業務分掌及び職務権限を継続

的に監視することにより、組織内の牽制機能を果たしております。これらの諸規程の運用状況の適否を適宜検討

し、内部牽制が有効に機能するように整備を図っております。 



③内部監査及び監査役監査の状況 

 当社の内部監査は、１名で行っており、期初に策定した内部監査計画に基づき、監査役、弁護士、会計監査人

及び税理士と連携し、主に業務監査を行っております。 

 また、監査役監査は、３名（うち社外監査役２名）で行っており、期初に策定した監査役監査計画に基づき、

会計処理の適正性及びコンプライアンスの観点から、監査役会において検討した結果を取締役会へ報告し、問題

提起や改善指導を行っております。監査役は、取締役会及び社内の重要な会議に出席するのみならず、内部監査

担当との連携、弁護士、会計監査人、税理士から適宜助言及び指導を受けるなど、相互連携して監査業務にあた

っております。 

④会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、柴口幹男氏、佐藤明典氏及び木下均氏であり、新日本監査法人

に所属しております。継続監査年数が７年を超えるものはおりません。会計監査業務に係る補助者は、公認会計

士３名、その他の補助者（会計士補等３名）であります。 

 また、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社との間には、特別の利害関係はあ

りません。 

⑤社外取締役及び社外監査役との関係 

 社外監査役２名はそれぞれ税理士、弁護士の資格を有しており、適時、的確に助言及び意見を得られる体制に

なっております。 

 平成20年１月24日開催の定時株主総会において退任いたしました監査役山本代富は、当事業年度末現在で当社

株式を10株所有しており、土地家屋調査士として345千円の取引関係があります。 

 新任の監査役となりました太田勝久は、弁護士資格を有しており、専門知識及び経験等は監査体制の強化に繋

がるものとなっております。なお、新任監査役太田勝久と当社の間には、特別な利害関係はありません。 

 なお、社外取締役はおりません。 

(2）リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制は、様々なリスクを的確に捉え、それを経営に反映させることが必要であるとの観点に立

ち、各部門長がそれぞれの役割において対応する体制を整えております。各部門長が継続的に監視・監督を行い、

重要な事項に関しては、取締役会及び監査役会へ具申し、取締役会及び監査役会においても、併せて監視・監督を

行っております。また、当社グループにおいては、毎朝の朝礼時に使命感の唱和を全従業員で行っており、従業員

一人ひとりに対しても企業の核となる方針を徹底しております。 

 適時開示に対する方針は、各種法令を遵守し各種社内規定にしたがって、迅速な情報開示に努めております。 

 また、重要な法的課題及びコンプライアンスについては、顧問弁護士と相談を行いながら必要な検討を実施し、

会計監査人とは通常の会計監査のみならず、重要な会計的課題について随時相談及び検討を実施しており、会計方

針等についても中間決算及び本決算後には現状を踏まえて打合せを行っております。 

(3）役員報酬の内容 

 当社の取締役４名に対する報酬は、23,760千円であり、うち１名に対する報酬はありません。なお、使用人兼務

取締役は１名おり、使用人給与相当額7,507千円を支給しております。 

 当社の常勤監査役１名に対する報酬は、6,000千円であります。社外監査役２名に対する報酬は、2,100千円であ

ります。 

(4）監査報酬の内容 

 当社が新日本監査法人と締結した公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく監査証明に係る報酬は、

10,500千円であり、その他の報酬はありません。 

 なお、報酬の額には、消費税は含まれておりません。 

(5)取締役会の定数 

 当社の取締役は１０名以内とする旨定款に定めてあります。 

 (6)取締役の選任の決議要件 

 当社は、取締役会の選任決議について、議決権を行使することが出来る株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

 また、取締役会の選任決議については、累積投票によらない旨定款に定めております。 



 (7)自己株式の取得 

 当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行するこ

とを可能とするため、会社法第165条第２項に規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株

式を取得することができる旨定款に定めております。  

 (8)株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、決議権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもってこれを行う旨定款に定めてお

ります。 

 これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより株主総会の円滑な運営を行うことを目的とす

るものであります。  



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）第２条にもとづき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）により

作成しております。 

 なお、第21期事業年度（平成17年11月１日から平成18年10月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

22期事業年度（平成18年11月１日から平成19年10月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第21期事業年度（平成17年11月１日から平成18年10月31日ま

で）の財務諸表について、及び金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第22期事業年度（平成18年11月

１日から平成19年10月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年10月31日） 
当事業年度 

（平成19年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

現金預金     125,807     106,285  

完成工事未収入金     140     14,244  

販売用不動産未収入金     ―     42,661  

未成工事支出金     104,613     132,361  

販売用不動産     1,536,977     1,449,385  

貯蔵品     40,663     33,653  

前渡金     8,935     10,885  

前払費用     34,377     32,632  

立替金     4,838     8,037  

短期保証金     28,994     33,049  

その他     12,490     18,165  

貸倒引当金     △398     △2,440  

流動資産合計     1,897,440 82.1   1,878,923 81.4 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

建物   357,472     337,355    

減価償却累計額   191,145 166,326   173,346 164,009  

構築物   29,485     33,345    

減価償却累計額   20,750 8,734   20,304 13,041  

車両運搬具   14,651     16,247    

減価償却累計額   12,853 1,798   13,961 2,286  

工具器具備品   125,848     131,632    

減価償却累計額   102,031 23,816   105,367 26,264  

土地     33,717     25,700  

建設仮勘定     ―     2,334  

有形固定資産計     234,393 10.2   233,635 10.1 

２．無形固定資産              

ソフトウェア     15,141     13,980  

電話加入権     7,151     7,151  

その他     6,095     5,141  

無形固定資産計     28,388 1.2   26,273 1.2 

３．投資その他の資産              

投資有価証券     23,211     23,722  

出資金     200     200  

長期貸付金     44,662     56,031  

従業員長期貸付金     6,912     14,068  

長期前払費用     4,506     4,136  

差入保証金     39,204     42,019  

破産更生債権等     5,376     3,161  

役員保険積立金     27,705     31,791  

その他     5,000     ―  

貸倒引当金     △7,033     △6,014  

投資その他の資産計     149,745 6.5   169,116 7.3 

固定資産合計     412,527 17.9   429,025 18.6 

資産合計     2,309,967 100.0   2,307,949 100.0 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年10月31日） 
当事業年度 

（平成19年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

工事未払金     904,608     630,768  

販売用不動産未払金     ―     22,922  

親会社短期借入金     600,000     200,000  

未払金     51,056     26,062  

未払法人税等     6,551     5,101  

未払消費税等     36,479     29,682  

未払費用     75,392     57,923  

未成工事受入金     190,731     266,705  

預り金     63,977     53,692  

完成工事補償引当金     7,189     9,286  

その他     184     121  

流動負債合計     1,936,172 83.8   1,302,266 56.4 

Ⅱ 固定負債              

親会社長期借入金     ―     700,000   

預り保証金     129,835     133,721   

退職給付引当金     93,817     98,977  

繰延税金負債     ―     407  

固定負債合計     223,652 9.7   933,106 40.5 

負債合計     2,159,825 93.5   2,235,373 96.9 

（純資産の部）              

Ⅰ 株主資本              

１．資本金     596,987 25.9   596,987 25.9 

２．資本剰余金              

（１）資本準備金   377,237     377,237    

資本剰余金合計     377,237 16.3   377,237 16.3 

３．利益剰余金              

（１）利益準備金   33,400     33,400    

（２）その他利益剰余金              

別途積立金   10,000     10,000    

繰越利益剰余金   △868,490     △945,651    

利益剰余金合計     △825,090 △35.7   △902,251 △39.1 

株主資本合計     149,134 6.5   71,973 3.1 

Ⅱ 評価・換算差額等              

１．その他有価証券評価差
額金 

    1,008 0.0   602 0.0 

評価・換算差額等合計     1,008 0.0   602 0.0 

純資産合計     150,142 6.5   72,575 3.1 

負債純資産合計     2,309,967 100.0   2,307,949 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高              

完成工事高   3,983,355     3,373,114    

販売用不動産売上高   2,322,932     2,360,356    

その他売上高   11,261 6,317,549 100.0 18,528 5,751,999 100.0 

Ⅱ 売上原価              

完成工事原価   2,833,930     2,404,561    

販売用不動産売上原価   2,001,051     1,993,234    

その他売上原価   9,341 4,844,323 76.7 3,739 4,401,534 76.5 

売上総利益              

完成工事総利益   1,149,424     968,553    

販売用不動産売上総利
益 

  321,881     367,122    

その他売上総利益   1,919 1,473,225 23.3 14,788 1,350,464 23.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２            

広告宣伝費   73,677     85,579    

販売促進費   102,527     84,863    

貸倒引当金繰入額   ―     1,957    

役員報酬   32,714     31,860    

従業員給与手当   474,416     509,088    

賞与   73,793     63,257    

退職給付引当金繰入額   9,216     10,236    

法定福利費   73,842     74,702    

福利厚生費   3,971     5,036    

消耗品費   36,082     33,406    

通信交通費   55,185     56,948    

動力用水光熱費   26,368     27,112    

教育研究費   14,196     9,296    

交際費   2,502     3,042    

寄付金   13     7    

賃借料   135,285     135,280    

車両費   41,778     44,135    

減価償却費   43,722     45,731    

租税公課   30,374     28,603    

保険料   2,377     2,017    

雑費   71,312 1,303,361 20.6 67,209 1,319,374 23.0 

営業利益     169,864 2.7   31,089 0.5 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益              

受取利息   968     1,456    

受取配当金   626     635    

受取手数料   268     559    

その他   571 2,434 0.0 549 3,200 0.1 

Ⅴ 営業外費用              

支払利息 ※１ 22,863     24,593    

貸倒引当金繰入額   5,826     1,907    

貸倒損失   1,419     ―    

その他   1,736 31,846 0.5 2,583 29,085 0.5 

経常利益     140,453 2.2   5,205 0.1 

Ⅵ 特別利益              

償却債権取立益   198     271    

保証金整理益   4,018 4,216 0.1 53 324 0.0 

Ⅶ 特別損失              

役員退職慰労金   800     ―    

固定資産除却損 ※３ 350     8,207    

販売用不動産評価損   6,608     63,853    

投資有価証券評価損   238     97    

役員保険解約損   5,034     ―    

原材料評価損   25,885     ―    

減損損失 ※４ 38,554     8,017    

その他   5,549 83,021 1.3 ― 80,174 1.4 

税引前当期純利益又 
は税引前当期純損失
(△） 

    61,648 1.0   △74,644 △1.3 

法人税、住民税及び事
業税 

    2,180 0.1   2,516 0.0 

当期純利益又は当期純
損失（△） 

    59,468 0.9   △77,160 △1.3 

               



完成工事原価報告書 

 （注） 原価計算の方法は、実際原価による個別原価計算によっております。 

販売用不動産売上原価報告書 

 （注） 原価計算の方法は、実際原価による個別原価計算によっております。 

   
前事業年度 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

材料費   1,185,663 41.8 991,339 41.2 

外注費   1,421,815 50.2 1,198,150 49.9 

経費   226,451 8.0 215,071 8.9 

(うち人件費)   (96,512) (3.4) (81,794) (3.4) 

合計   2,833,930 100.0 2,404,561 100.0 

   
前事業年度 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

土地原価   1,039,849 52.0 1,001,131 50.2 

材料費   418,437 20.9 440,192 22.1 

外注費   461,694 23.1 465,934 23.4 

経費   81,069 4.0 85,976 4.3 

(うち人件費)   (32,753) (1.6) (33,864) (1.3) 

合計   2,001,051 100.0 1,993,234 100.0 



③【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日） 

当事業年度（自 平成18年11月１日 至 平成19年10月31日） 

 

株主資本 
評価・換算
差額等 

純資産合計

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成17年10月31日 残高 
（千円） 

596,987 377,237 33,400 10,000 △927,959 △884,559 89,665 1,097 90,762 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当           ―     ― 

当期純利益         59,468 59,468 59,468   59,468 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

              △88 △88 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

― ― ― ― 59,468 59,468 59,468 △88 59,379 

平成18年10月31日 残高 
（千円） 

596,987 377,237 33,400 10,000 △868,490 △825,090 149,134 1,008 150,142 

 

株主資本 
評価・換算
差額等 

純資産合計

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成18年10月31日 残高 
（千円） 

596,987 377,237 33,400 10,000 △868,490 △825,090 149,134 1,008 150,142 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当           ―     ― 

当期純損失         △77,160 △77,160 △77,160   △77,160 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

              △406 △406 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

― ― ― ― △77,160 △77,160 △77,160 △406 △77,566 

平成19年10月31日 残高 
（千円） 

596,987 377,237 33,400 10,000 △945,651 △902,251 71,973 602 72,575 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度 

(自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年11月１日 
至 平成19年10月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

税引前当期純利益   61,648 △74,644 

減価償却費   49,261 52,518 

減損損失   38,554 8,017 

完成工事補償引当金の
増加額 

  970 2,096 

退職給付引当金の増
加・減少(△)額 

  △112 5,160 

貸倒引当金の増加額   3,465 1,023 

受取利息及び受取配当
金 

  △1,594 △2,091 

支払利息   22,863 24,593 

貸倒損失   1,419 － 

投資有価証券評価損   238 97 

固定資産除却損   350 8,207 

売上債権の増加
（△）・減少額 

  5,369 △56,765 

未成工事支出金の増加
（△）・減少額 

  3,749 △27,748 

販売用不動産の減少額   16,399 87,591 

その他のたな卸資産の
減少額 

  26,017 7,010 

仕入債務の増加・減少
(△)額 

  38,090 △250,918 

未払消費税等の減少
(△)額 

  △9,965 △6,797 

未成工事受入金の増加
額 

  8,913 75,974 

その他流動資産の減
少・増加(△)額 

  30,373 △14,495 

その他流動負債の減少
(△)額 

  △1,612 △53,900 

その他   △19,626 8,885 

小計   274,775 △206,187 

利息及び配当金の受取
額 

  1,592 2,091 

利息の支払額   △22,863 △24,593 

法人税等の支払額   △2,062 △2,164 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  251,441 △230,852 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △599 △606 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △45,469 △58,981 

貸付による支出   △500 △21,800 

貸付金の回収による収
入 

  7,015 6,645 

その他   12,525 △13,926 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △27,028 △88,669 

 



   
前事業年度 

(自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年11月１日 
至 平成19年10月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

短期借入金純減少額   △300,000 △400,000 

長期借入による収入   ― 700,000 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △300,000 300,000 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

  ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加・減少(△)額 

  △75,586 △19,521 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  201,393 125,807 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

  125,807 106,285 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年10月31日） 

 当社は当事業年度末時点においては債務超過の状況に

ありませんが、中間会計期間末においては第16期中間会

計期間末以降債務超過となる状況が続いております。当

事業年度については当期純利益59百万円を計上した結

果、株主資本は149百万円となりましたが、過少資本の状

況を改善するまでには至っておりません。当該状況によ

り、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

 このような状況に至った経緯といたしましては、当社

の通常の営業の形態として、冬期間の影響により上半期

に比べ下半期に住宅の引渡が行われる割合が高く、業績

に著しい季節変動があり、上半期では赤字となります。

更に第13期～第16期において重要な当期純損失を計上し

た結果、上半期の赤字を補填できなくなるほど著しく株

主資本が毀損し、中間会計期間末においては第16期以降

債務超過となる状況が続いております。 

 このような状況を解消すべく当社では、営業力の強化

を図るため、当期首において札幌市西区に１支店を開設

し、更に全社的に営業社員の増員を行い、営業力を強化

し、また、新商品開発にも積極的に取組み、顧客のニー

ズを的確に捉え、売上の増加を図ってまいります。ま

た、経費面におきましては、費用対効果を更に徹底し

て、経費削減を強化し、利益を確保することにより株主

資本の充実を図ってまいります。 

 なお、資金面については親会社である株式会社土屋ホ

ームの全面支援が約束されております。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。 

 当社は当事業年度末時点においては債務超過の状況に

ありませんが、中間会計期間末においては第16期以降債

務超過となる状況が続いております。当事業年度末につ

いては当期純損失77百万円を計上した結果、株主資本は

71百万円まで減少し、過少資本の状況が続いておりま

す。また、営業キャッシュ・フローも230百万円の支出超

過となっております。当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しております。 

 このような状況に至った経緯といたしましては、過年

度において重要な損失を計上した結果、株主資本が著し

く毀損し、上半期の赤字を補填できず中間会計期間末に

おいて債務超過となる状況が続いております。また、当

事業年度末においては、売上高の減少及び販売用不動産

評価損63百万円を計上したこと等により、当期純損失77

百万円を計上し、株主資本は71百万円まで減少し、過少

資本の状況となっています。さらに営業キャッシュ・フ

ローにつきましては、当期純損失を計上したこと及び売

上高減少による仕入債務の減少が主な原因であります。 

 このような状況を解消すべく当社では、赤字支店の採

算を改善する施策として、固定費の削減を目的として東

京都八王子支店の事務所を移転するとともに、内勤社員

の削減を行い、また、北海道では、札幌市内の１営業所

を閉鎖し,収支の改善を図っております。 

 また、営業強化策として、北海道内における冬期間の

売上減少を補うため、当事業年度中に顧客のニーズにあ

った商品の提案住宅建設に着手し、受注の拡大に努めて

おります。 

 全社的に費用対効果を更に徹底して、経費削減強化に

努め、利益の確保を最優先とすることにより株主資本の

充実を図ってまいります。 

 なお、資金面については親会社である株式会社土屋ホ

ームの全面支援が約束されております。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年10月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

未成工事支出金 

同左 

  販売用不動産 

個別法による原価法 

販売用不動産 

同左 

  原材料 

総平均法による原価法 

――――――――  

  

  貯蔵品 

総平均法による原価法 

貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

(1）有形固定資産 

 同左 

  

  建物 ７ ～ 45年 

構築物 10 ～ 20年 

工具器具備品 ２ ～ 20年 

 

  ――――――――  

  

  

（会計処理方法の変更） 

当事業年度より、法人税法の改正（「所

得税法等の一部を改正する法律」（法律

第６号 平成19年３月30日）及び「法人

税法施行令の一部を改正する政令」（政

令第83号 平成19年３月30日））に伴

い、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産については、改正後の法人税

法に規定する減価償却方法に変更いたし

ました。 

 これによる、営業利益、経常利益及び

税引前当期純損失に与える影響は軽微で

あります。 

  (2）無形固定資産 

定額法 

 ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年10月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備

えるため、過年度の実績を基礎に将来

の補償見込みを加味した額を計上して

おります。 

(2）完成工事補償引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 退職一時金制度について、退職給付

に係る期末自己都合要支給額を用いて

算定した退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

  消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。ただし、たな卸資産に係

る控除対象外消費税等は、当期の負担す

べき期間費用として処理しており、固定

資産に係る控除対象外消費税等は、長期

前払費用として計上し、５年間にわたり

償却しております。 

  消費税等の会計処理 

同左 

      



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年10月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ――――――――  

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税引前当期純利益は38,554千円減少し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） ――――――――  

  

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は150,142千円で

あります。 

 なお、財務諸表等規則の改正に伴い、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

  

  

  

  

  

  

前事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年10月31日） 

（短期保証金の区分掲記） 

 従来、貸借対照表の流動資産「その他」に含めて表示

しておりました「短期保証金」は、資産総額の100分の1

を超えたため、当事業年度より区分掲記しております。 

 なお、前事業年度の「短期保証金」の金額は、1,582

千円であります。 

――――――――  

  

  

  

  

前事業年度 
（平成18年10月31日） 

当事業年度 
（平成19年10月31日） 

 １．保証債務 

 下記の住宅購入者に対する金融機関の融資につい

て保証を行っております。 

 １．保証債務 

 下記の住宅購入者に対する金融機関の融資につい

て保証を行っております。 

住宅購入者(208件) 1,658,409千円 住宅購入者(125件)      967,239千円

 なお、住宅購入者に係る保証の大半は、公的資金

等が実行されるまで金融機関に対しての一時的な保

証債務であります。 

 なお、住宅購入者に係る保証の大半は、公的資金

等が実行されるまで金融機関に対しての一時的な保

証債務であります。 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年10月31日） 

※１．関係会社に係る営業外費用は、次のとおりであり

ます。 

支払利息 22,863千円

※１．関係会社に係る営業外費用は、次のとおりであり

ます。 

支払利息       24,593千円

※２．研究開発費の総額 ※２．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 一般管理費に含まれる研究開発費 

4,131千円      1,173千円 

当期製造費用に含まれる研究開発費はありません。 当期製造費用に含まれる研究開発費はありません。 

※３．固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※３．固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

構築物 343千円

工具器具備品    7千円

計     350千円

建物    5,036千円

構築物   863千円

工具器具備品     1,007千円

解体工事費     1,300千円

計        8,207千円

※４．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。 

 当社は、事業所別管理会計区分を減損損失を把握する

グルーピングの単位としております。ただし、将来の使

用が見込まれていない遊休資産については、個別の資産

グループとして取り扱っております。また、本社等、特

定の事業との関連が明確でない資産については共用資産

としております。 

 八王子支店の資産グループについて、営業活動から生

ずる損益の継続的なマイナスが認められたため当該資産

グループに係る資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額34,861千円を減損損失として特別損失に

計上いたしました。その内訳は、建物12,967千円、土地

21,893千円であります。また、時価が著しく下落してい

る遊休資産の資産グループ（電話加入権）について、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額3,693千円

を減損損失として特別損失に計上しております。 

 なお、八王子支店の資産グループの回収可能価額は使

用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを

2.0％で割り引いて算定しております。また、遊休の資産

グループ（電話加入権）の回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、正味売却価額は、取引事例価額

に基づき評価をしております。 

用途 種類 場所 

事業用資産 建物及び土地 東京都八王子市 

遊休資産 電話加入権 － 

※４．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。 

 当社は、事業所別管理会計区分を減損損失を把握する

グルーピングの単位としております。ただし、将来の使

用が見込まれていない遊休資産については、個別の資産

グループとして取り扱っております。また、本社等、特

定の事業との関連が明確でない資産については共用資産

としております。 

 八王子支店の資産グループについて、営業活動から生

ずる損益の継続的なマイナスが認められたため当該資産

グループに係る資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額8,017千円を減損損失として特別損失に計

上いたしました。その内訳は、土地8,017千円でありま

す。 

 なお、八王子支店の資産グループの回収可能価額は、

正味売却価額により測定しており、不動産鑑定士による

鑑定評価額等により評価しております。 

用途 種類 場所 

事業用資産 建物及び土地 東京都八王子市 



（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

２．新株予約権に関する事項  

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項  

 (1）配当金支払額 

該当事項はありません。 

 (2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成18年11月１日 至 平成19年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

２．新株予約権に関する事項  

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項  

 (1）配当金支払額 

該当事項はありません。 

 (2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

該当事項はありません。 

  
 前期末株式数

（株） 
 当期増加株式数

（株） 
 当期減少株式数

（株） 
当期末株式数

（株）  
摘要  

 発行済株式          

普通株式  8,900 ― ― 8,900   

合計  8,900 ― ― 8,900   

 自己株式           

普通株式  ― ― ― ―   

合計  ― ― ― ―   

  
 前期末株式数

（株） 
 当期増加株式数

（株） 
 当期減少株式数

（株） 
当期末株式数

（株）  
摘要  

 発行済株式          

普通株式  8,900 ― ― 8,900   

合計  8,900 ― ― 8,900   

 自己株式           

普通株式  ― ― ― ―   

合計  ― ― ― ―   



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年10月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成18年10月31日現在）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成19年10月31日現在）

現金預金勘定 125,807千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  ― 

現金及び現金同等物 125,807千円

現金預金勘定    106,285千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ―  

現金及び現金同等物    106,285千円

前事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年10月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 ────── 

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 ────── 

  

  

  

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 33,360 33,360 ― 

合計 33,360 33,360 ― 

 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

  

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

 ────── 

  

  

１年内           ― 

１年超  ― 

合計           ― 

 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

 ────── 

  

  

  

支払リース料      1,112千円

減価償却費相当額      1,112千円

 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

 ────── 

  

  

 ────── 

  



（有価証券関係） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当事業年度において、その他有価証券で時価のない株式97千円の減損処理を行っております。なお、減損処

理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％

程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

っております。 

２ 時価のない主な有価証券の内容 

３ 前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券 

    該当事項はありません。 

    

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成17年11月１日至 平成18年10月31日）及び当事業年度（自 平成18年11月１日至 平成19年

10月31日） 

  当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  種類 

前事業年度（平成18年10月31日） 当事業年度（平成19年10月31日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えるも

の 

(1）株式 － － －       

(2）債券 － － －       

(3）その他 2,106 3,114 1,008 2,712 3,722 1,010 

小計 2,106 3,114 1,008 2,712 3,722 1,010 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えない

もの 

(1）株式 － － － － － － 

(2）債券 － － － － － － 

(3）その他 － － －       

小計 － － － － － － 

合計 2,106 3,114 1,008 2,712 3,722 1,010 

 
前事業年度（平成18年10月31日） 当事業年度（平成19年10月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券    

非上場株式 20,097 20,000 



（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、退職一時金制度を採用しております。 

２ 退職給付債務及びその内訳 

 （注） 退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用の内訳 

 （注） 簡便法により算定された退職給付費用を計上しております。 

（ストック・オプション等関係） 

  該当事項はありません。 

 
前事業年度 

（平成18年10月31日） 
当事業年度 

（平成19年10月31日） 

  （千円） （千円）

(1）退職給付債務 93,817 98,977 

(2）退職給付引当金 93,817 98,977 

 
前事業年度 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年10月31日） 

  （千円） （千円）

退職給付費用 

勤務費用 

12,647

12,647

12,792

12,792



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成17年11月１日至 平成18年10月31日） 

 当社は関連会社を有していないため該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年11月１日至 平成19年10月31日） 

 当社は関連会社を有していないため該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年10月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（平成18年10月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（平成19年10月31日）

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金繰入超過額    22,344千円

完成工事補償引当金超過額 2,903 

未払事業税 1,765 

その他 2,768 

繰延税金資産（流動）計 29,781 

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金繰入超過額 37,883 

販売用不動産評価損 2,668 

繰越欠損金 124,062 

減損損失 10,331 

その他 9,619 

繰延税金資産（固定）計 184,566 

評価性引当額 △214,347 

繰延税金資産合計 ― 

繰延税金負債（固定）   

 その他有価証券評価差額金 ― 

繰延税金負債（固定）計 ― 

繰延税金負債の純額 ― 

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金繰入超過額   15,752 千円

完成工事補償引当金超過額 3,749 

    

その他 2,214 

繰延税金資産（流動）計 21,717 

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金繰入超過額 39,967 

販売用不動産評価損 23,681 

繰越欠損金 135,528 

減損損失 13,569 

その他 8,626 

繰延税金資産（固定）計 221,372 

評価性引当額 △243,089 

繰延税金資産合計 ― 

繰延税金負債（固定）   

 その他有価証券評価差額金 △407 

繰延税金負債（固定）計 △407 

繰延税金負債の純額 △407 

   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異については、税引前当期純損失が計上さ

れているため記載しておりません。 

  

法定実効税率 40.4％ 

（調整）   

    

住民税均等割 3.5 

交際費等 1.9 

受取配当金等 △0.1 

評価性引当額の増減 △43.4 

その他  1.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.5％ 

    

  



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成17年11月１日 至平成18年10月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

(2）役員及び個人主要株主等 

 （注） 上記(1)及び(2)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお

ります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．山口康成に対する貸付金につきましては、毎月25日元利均等77回払い利率3.63％となっております。 

２．(株)土屋ホーム及び(株)ウッドデザインにつきましては、一般取引と同様に決定しております。 

３．(株)土屋ホームからの資金の借入については、借入時の市場金利に準じて金利を決定しております。 

４．(株)土屋経営につきましては、「代理店契約書」を締結し、一般取引先と同様に決定しております。 

５．(株)土屋経営は、当社取締役土屋公三及びその近親者が議決権の97.4％を所有しております。 

６．(株)ウッドデザインは、当社取締役土屋公三の近親者が議決権の57.0％を所有しております。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 
株式会社 

土屋ホーム 

札幌市 

北区 
7,114,815 建設業 

（被所有）

直接 

78.65％ 

兼任 

１名 

当社土

地の販

売及び

仕入 

       

資金の借入 1,300,000 
短期借

入金 
600,000 

土地の仕入

に係る仲介

手数料の支

払 

10,173 － － 

事務所の賃

借 
5,031 

前払費

用 
440 

仲介手数料

の支払 
1,912 － － 

支払利息 22,863 － － 

属性 
氏名又は会社
等の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上 
の関係 

役員  山口 康成 － － 
当社常務

取締役 
－ － － 資金の貸付 － 貸付金 256 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社 

株式会社 

土屋経営 

東京都 

中央区 
12,000 

教育研修 

業務 

（被所有） 

直接 

0.51％ 

兼任 

１名 

教育研

修業務

の委託 

研修費等 

の支出 
1,340 

前払費

用 
388 

株式会社ウ

ッドデザイ

ン 

札幌市 

中央区 
10,000 

木製品製

作販売 
－ － 

木製品

の購入 

販売促進用 

記念品の購

入 

1,892 － ― 



当事業年度（自平成18年11月１日 至平成19年10月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

  

  

(2）役員及び個人主要株主等 

 （注） 上記(1)及び(2)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお

ります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．(株)土屋ホーム及び(株)ウッドデザインにつきましては、一般取引と同様に決定しております。 

２．(株)土屋ホームからの資金の借入については、借入時の市場金利に準じて金利を決定しております。 

３．(株)土屋経営につきましては、「代理店契約書」を締結し、一般取引先と同様に決定しております。 

４．(株)土屋経営は、当社取締役土屋公三及びその近親者が議決権の97.4％を所有しております。 

５．(株)ウッドデザインは、平成19年８月末まで当社取締役土屋公三の近親者が議決権の57.0％を所有してお

り、当該期間の取引につき記載しております。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 
株式会社 

土屋ホーム 

札幌市 

北区 
7,114,815 建設業 

（被所有）

直接 

78.65％ 

兼任 

１名 

当社土

地の販

売及び

仕入 

       

資金の借入 1,730,000 

短期借

入金 

長期借

入金 

200,000 

700,000 

支払利息 24,593 － － 

属性 
氏名又は会社
等の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上 
の関係 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社 

株式会社 

土屋経営 

東京都 

中央区 
12,000 

教育研修 

業務 

（被所有） 

直接 

0.51％ 

兼任 

１名 

教育研

修業務

の委託 

研修費等 

の支出 
4,357 

前払費

用 
388 

株式会社ウ

ッドデザイ

ン 

札幌市 

中央区 
10,000 

木製品製

作販売 
－ － 

木製品

の購入 

販売促進用 

記念品の購

入 

1,548 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年10月31日） 

１株当たり純資産額            16,869円97銭                8,154円59銭 

１株当たり当期純利益金額      6,681円83銭           △8,669円71銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

同左 

 
前事業年度 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年11月１日 
至 平成19年10月31日） 

当期純利益（千円） 59,468 △77,160 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益 

（千円） 
59,468 △77,160 

期中平均株式数（株） 8,900 8,900 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当事業年度増加額・減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

 ２．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証券 その他有価証券 
株式会社北海道銀行（優先株） 40,000 20,000 

岡谷ホームコンポーネント株式会社 30,000 0 

計 70,000 20,000 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証券 その他有価証券  日興コーディアル証券累投（１銘柄） 3 3,722 

計 3 3,722 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 

（千円） 

有形固定資産              

建物 357,472 32,096 52,212 337,355 173,346 29,208 164,009 

構築物 29,485 6,735 2,875 33,345 20,304 1,565 13,041 

車両運搬具 14,651 1,595 － 16,247 13,961 1,108 2,286 

工具器具備品 125,848 15,506 9,723 131,632 105,367 12,151 26,264 

土地 33,717 － 
8,017 

(8,017)
25,700 － － 25,700 

建設仮勘定 － 44,500 42,165 2,334 － － 2,334 

有形固定資産計 561,174 100,434 
114,994 

(8,017)
546,615 312,979 44,032 233,635 

無形固定資産              

ソフトウェア 24,960 4,274 － 29,234 15,254 5,435 13,980 

電話加入権 7,151 － － 7,151 － － 7,151 

その他 14,477 425 － 14,903 9,761 1,379 5,141 

無形固定資産計 46,589 4,700 － 51,289 25,016 6,815 26,273 

長期前払費用 8,800 1,300 － 10,100 5,963 1,670 4,136 

繰延資産 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

建物 
増加額（千円） 札幌モデルハウス 26,662 

増加額（千円） 函館モデルハウス 3,225 

構築物 増加額（千円） 事務所の看板広告他５件 6,735 

工具器具備品 増加額（千円） 新規営業所ＯＡ機器３４件 15,506 

土地 減少額（千円） 事業用資産減損損失 8,017 

建設仮勘定 増加額（千円） 札幌モデルハウス 34,162 



【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．その他の有利子負債の平均利率は、当期末現在における加重平均利率を使用しております。 

    ２．親会社長期借入金の貸借対照表後５年間の返済予定は以下のとおりであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。） 
－ － － － 

その他の有利子負債        

親会社短期借入金 600,000 200,000 2.0 平成20年４月 

親会社長期借入金 － 700,000 2.0 平成20年～40年  

合計 600,000 900,000 － － 

    
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

  長期借入金 36,000 36,000 36,000 36,000 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 7,432 5,887 2,842 2,021 8,455 

完成工事補償引当金 7,189 9,286 7,189 － 9,286 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金預金 

２）完成工事未収入金 

相手先別内訳 

 （注） 当社の主な相手先は、不特定多数の個人であります。 

滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

３）販売用不動産未収入金 

相手先別内訳 

 （注） 当社の主な相手先は、不特定多数の個人であります。 

４）未成工事支出金 

区分 金額（千円） 

現金 867 

預金の種類  

普通預金 103,417 

定期預金 2,000 

小計 105,417 

合計 106,285 

相手先 金額（千円） 

個人 （注）  14,244 

合計 14,244 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

140 3,540,523 3,526,419 14,244 99.60 0.74 

相手先 金額（千円） 

個人 （注）  42,661 

合計 42,661 

材料費（千円） 外注費（千円） 経費（千円） 計（千円） 

45,043 59,346 27,971 132,361 



５）販売用不動産 

 （注） 土地の地域区分、面積及び金額は次のとおりであります。 

６）貯蔵品 

区分 金額（千円） 

建物 527,008 

土地 922,377 

合計 1,449,385 

地域 土地面積（㎡） 金額（千円） 

北海道 23,194.45 875,411 

（札幌市内） 6,043.50 416,070 

（その他） 17,150.95 459,340 

東京都 267.63 46,966 

合計 23,462.08 922,377 

区分 金額（千円） 

営業用消耗備品 33,488 

印紙 165 

合計 33,653 



② 負債の部 

１）工事未払金 

２）親会社短期借入金 

３）親会社長期借入金 

４）未成工事受入金 

５）預り保証金 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

ＹＫＫ ＡＰ株式会社 30,816 

株式会社グリーンハウザー 27,708 

昭和木材株式会社 21,827 

株式会社杉谷建設 18,329 

雄別林業株式会社 18,298 

その他 513,790 

合計 630,768 

相手先 金額（千円） 

株式会社土屋ホーム 200,000 

合計 200,000 

相手先 金額（千円） 

株式会社土屋ホーム 700,000 

合計 700,000 

前期繰越高（千円） 当期受入額（千円） 
完成工事未収入金と
の相殺額（千円） 

販売用不動産未収入
金との相殺額（千円) 

当期末残高（千円） 

190,731 6,042,443 3,540,523 2,425,946 266,705 

相手先 金額（千円） 

メルコホームテクノ株式会社 4,151 

株式会社菱成 3,052 

株式会社ルーミング 3,000 

有限会社今野設備 3,000 

有限会社零技建 3,000 

その他 117,517 

合計 133,721 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 11月１日から10月31日まで 

定時株主総会 １月中 

基準日 10月31日 

株券の種類 １株券 10株券 100株券 

剰余金の配当の基準日 ４月30日 10月31日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 
無料 ただし、不所持株券の交付、汚損、毀損及び喪失により再発行する

場合は、株券１枚につき印紙税相当額 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

日本経済新聞に掲載して行う。 

なお、決算公告につきましては、日本経済新聞に掲載する公告に代えて、

貸借対照表及び損益計算書を当社ホームページ

（http://www.twobyhome.co.jp/)に掲載いたしております。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第21期）（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日）平成20年１月25日北海道財務局長に提

出。 

(2）半期報告書 

 第22期中（自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日）平成19年７月24日北海道財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年１月25日

株式会社 土屋ツーバイホーム    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 関谷 靖夫 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐藤 明典 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 木下 均 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社土屋ツーバイホームの平成17年11月１日から平成18年10月31日までの第21期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

土屋ツーバイホームの平成18年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当事業年度末において株主資本は149,134千円と少額な状況で

あり、また第16期以降中間会計期間末では債務超過の状況が続いており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在

している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提に作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

２．会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

    平成20年１月24日

株式会社土屋ツーバイホーム    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 柴口 幹男 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐藤 明典 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 木下 均 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社土屋ツーバイホームの平成18年11月１日から平成19年10月31日までの第22期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

土屋ツーバイホームの平成19年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当事業年度末において株主資本は71,973千円と少額な状況であ

り、また第16期以降中間会計期間末では債務超過の状況が続いており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在してい

る。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、この

ような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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